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大学における産学官連携体制事例⑤

○横浜国立大学：産学連携推進本部
全学的な産学官連携活動の一層の推進のため、法人化と同時
に副学長（理事）を本部長とする「産学連携推進本部」を整備。
本部には、「知的財産部門」、「プロジェクト研究推進部門」
とともに、「共同研究推進センター」、「機器分析評価セン
ター」、「ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー」及び「イン
キュベーション施設」からなる産学官連携部門を設置。
「産学連携部門」においては、１６年度中に機動的、効率的
な運用を図り、産学連携に関する学内外へのワンストップサー
ビス機能を強化し、中期目標・中期計画や「産学連携ポリ
シー」の着実な達成を目指す。
平成１６年４月以降の構成は、以下のとおり。
①役員会
利益相反や責務相反に関するマネージメント。
②研究連携室
大学全体の立場から企画・立案・評価を行います。
③産学連携推進本部
産学官公連携及び知的財産に関する事業計画の
立案・調整を行います。
③－１．産学連携部門
学内の産学官公連携部局の組織間の連携を図り、
一体的に活動できる体制を構築。
③－２．知的財産部門
発明の相談、創出、管理、活用を一体となって推進。
③－３．プロジェクト研究推進部門
全学的なプロジェクト研究の推進・調整。

内部教職員の兼任を含め、事務局を併せた８０名で構成。

学　　長学　　長

　　　　　　　　　　　　事務局事務局　　財務部　産学連携課財務部　産学連携課

　

研究連携室研究連携室
室長：理事（研究担当）室長：理事（研究担当）

((研究を通した社会貢献に関して研究を通した社会貢献に関して
大学全体の立場から企画・立案・大学全体の立場から企画・立案・
評価）評価）

知的財産部門知的財産部門

部門長：知財担当教員部門長：知財担当教員

知的財産評価知的財産評価

グループグループ
((知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）

職務発明の判定，機関帰属の職務発明の判定，機関帰属の
決定，出願業務決定，出願業務

知的財産活用知的財産活用

グループグループ
((知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）

知財の管理，活用，ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ知財の管理，活用，ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

知的財産法務知的財産法務

グループグループ
((知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）

知財に関連する苦情，侵害及知財に関連する苦情，侵害及
び係争への対応び係争への対応

知的財産評価知的財産評価

グループグループ
((知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）

職務発明の判定，機関帰属の職務発明の判定，機関帰属の
決定，出願業務決定，出願業務

知的財産活用知的財産活用

グループグループ
((知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）

知財の管理，活用，ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ知財の管理，活用，ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

知的財産法務知的財産法務

グループグループ
((知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）知財ﾏﾈｰｼﾞｬｰ等）

知財に関連する苦情，侵害及知財に関連する苦情，侵害及
び係争への対応び係争への対応

産学連携部門産学連携部門

部門長：共同研究推進部門長：共同研究推進

　　　　　ｾﾝﾀｰ長　　　　　ｾﾝﾀｰ長

共同研究推進ｾﾝﾀｰ共同研究推進ｾﾝﾀｰ

機器分析評価ｾﾝﾀｰ機器分析評価ｾﾝﾀｰ

ﾍﾞﾝﾁｬｰ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾍﾞﾝﾁｬｰ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・

ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設

　施設長：共同研究推進　施設長：共同研究推進

　　　　　　ｾﾝﾀｰ長　　　　　　ｾﾝﾀｰ長

共同研究推進ｾﾝﾀｰ共同研究推進ｾﾝﾀｰ

機器分析評価ｾﾝﾀｰ機器分析評価ｾﾝﾀｰ

ﾍﾞﾝﾁｬｰ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾍﾞﾝﾁｬｰ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・
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ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設

　施設長：共同研究推進　施設長：共同研究推進

　　　　　　ｾﾝﾀｰ長　　　　　　ｾﾝﾀｰ長

産学連携推進本部産学連携推進本部
本部長：理事（研究担当）本部長：理事（研究担当）

副本部長：産学連携担当教員副本部長：産学連携担当教員

((産学連携，特許創出・活用に関するﾏﾈｰ産学連携，特許創出・活用に関するﾏﾈｰ
ｼﾞﾒﾝﾄ）ｼﾞﾒﾝﾄ）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究推進会議

（各部局に設置予定）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究推進部門ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究推進部門
((各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究推進会議等の各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究推進会議等の

代表者）代表者）

役員会役員会

((利益相反・責務相反を含利益相反・責務相反を含
　む問題解決，大学の説明　む問題解決，大学の説明
　責任遂行　責任遂行））

教育人間科学部教育人間科学部

経済学部

経営学部

国際社会科学研究科

工学研究院

環境情報研究院

教育人間科学部教育人間科学部

経済学部

経営学部

国際社会科学研究科

工学研究院

環境情報研究院

産学連携窓口

平成１６年４月１日
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１１月１７日～１９日九州大学九州

１２月１日～２日広島大学中国・四国

１０月１４日～１５日神戸大学近 畿

１１月１７日～１９日名古屋大学中 部

１２月６日東京農工大学関 東

９月１７日北海道大学北海道・東北

開催日幹事校ブロック

産学官連携ビジネスショウ

大学知的財産本部を主体として、全国６ブロック毎に
地域の産業界や自治体との連携で、大学の技術を
紹介。

地域連携ネットワーク事業の開催概要地域連携ネットワーク事業の開催概要

９月１７日熊本大学九州

８月３１日徳島大学中国・四国

１２月１日～２日京都大学近 畿

１月２１日静岡大学中 部

１１月５日電気通信大学関 東

１１月２日岩手大学北海道・東北

開催日幹事校ブロック

大学知的財産戦略研修会

ブロック内の知的財産体制を要する大学を対象に、
「大学知的財産本部整備事業」の実施機関が中心と
なって体制のノウハウを協議・普及。

熊本大学九州

山口大学中国・四国

立命館大学近 畿

静岡大学中 部

横浜国立大学関 東

岩手大学北海道・東北

幹事校ブロック

九州大学九州

岡山大学中国・四国

大阪府立大学近 畿

名古屋大学中 部

北海道大学北海道・東北

幹事校ブロック

平成16年度実績平成16年度実績

平成17年度予定 平成17年度予定

※平成17年度ビジネスショウの関東ブロックはイノベーションジャパン２００５
の際に実施予定。 12  
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9%

53%
38%

原則機関帰属

原則個人帰属

設定していない

 40%

検討中

1%
時期は未定

26%

１７年度

までに 4%

１６年度中

5%

整備予定
36%

整備済
24%

１．知的財産の機関帰属の有無
原則機関帰属

としている
比率

原則個人帰属

としている
比率

設定していな

い
比率 回答大学数

総数 187 38.2% 45 9.2% 258 52.6% 490

国立大学等 82 87.2% 4 4.3% 8 8.5% 94

私立大学等 85 24.8% 29 8.5% 228 66.7% 342

公立大学等 20 37.0% 12 22.2% 22 40.8% 54

整備の予定は無し

２．知的財産の管理活用体制（大学知的財産本部等）の整備状況について

既に整備し

ている
比率

今後整備予

定である
比率

整備する予

定はない
比率 回答大学数

総数 119 24.3% 174 35.5% 197 40.2% 490

国立大学等 62 66.0% 19 20.2% 13 13.8% 94

私立大学等 45 13.2% 138 40.3% 159 46.5% 342

公立大学等 12 22.2% 17 31.5% 25 46.3% 54

－大学等における知的財産の管理・活用状況等－

・平成１６年６月時点において産学官連携活動を行っている全国の国公私立大学等について
アンケート調査を行った。
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知的財産戦略の強化・産学官連携の総合推進プラン

特許化 実用化

体制の整備充実

創造的
研究成果

各種
研究推進制度

○知的財産戦略の強化・産学官連携の一層の推進
○「知」の源泉としての大学等における研究教育を一層活性化させ、社会の信頼を得つつ発展
○政府が集中的・計画的に実施すべき施策である知的財産推進計画を確実に実施
○大学等の知的財産を戦略的に創出・取得・活用し、社会還元を促進するためのトータルプラン

大
学
等
の
研
究
成
果
の
社
会
還
元

大
学
等
の
研
究
成
果
の
社
会
還
元

大
学
等
の
研
究
成
果
の
社
会
還
元

支
援

○特許化支援 ２７億円（２４）
（技術移転支援センター事業）
・海外特許出願支援を充実

○産学官連携人材の育成・確保
１２億円（１４）

・専門人材（コーディネーター）の配置
・技術移転・知的財産人材等の養成

○知的財産本部の充実
２７億円（２６)

・既整備分（４３件）の充実
・スーパー産学官連携本部の整備

○独創的シーズ展開事業 ９７億円（新規）
・大学発ベンチャーの創出・事業展開に必要な経費を支援
・大学等の研究成果の効率的な技術移転を支援
○産学官共同研究の効果的な推進（振興調整費の内数）
・大学等と産業界との共同研究を推進

平成１７年度予算額 ３３７億円
（平成１６年度予算額 ３３１億円）
（運営費交付金中の推計額を含む）

12  
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大学知的財産本部整備事業

【 目 的 】
「知」の源泉である大学等における知的財産の戦略的かつ組織的な
創出・管理・活用を進めるため、全学的な知的財産の管理・活用を
図る「大学知的財産本部」を整備し、知的財産の活用による社会貢献
を目指す大学づくりを推進する。（原則５年間継続、２年経過後中間評価）

【 事業のポイント 】
・大学の自由な発想に基づく新しいマネジメント体制
・民間企業経験者等の外部人材の積極的活用
・ＴＬＯ等外部組織との連携強化

【 実施機関 】
・「大学知的財産本部整備事業」実施機関：３４件
・「特色ある知的財産管理・活用機能支援プログラム」対象機関：９件

大学知的財産本部体制整備の支援

平成１７年度予算額 ２７億円
（平成１６年度予算額 ２６億円）

【 目 的 】
大学知的財産本部を核として、大学内の研究リソースを結集し、
組織的に産学官連携を推進するための体制である「スーパー産学官
連携本部」を整備し、産学官連携をより一層推進する。

【 事業のポイント 】
・海外主要大学と伍した産学官連携体制の構築
・組織的な共同研究の推進
・積極的な民間資金の獲得
・我が国経済・社会の発展への一層の貢献

【 実施機関 】
・「大学知的財産本部整備事業」実施機関から５大学程度を選定

スーパー産学官連携本部整備の支援（１７年度新規）
※整備事例図
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各
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・
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Ｂ
Ｌ

スーパー産学官連携本部
（

知
的
財
産
部

）

産 業 界

Ｔ Ｌ Ｏ

〔機 能〕
知的財産の戦略的な創出・
管理・活用体制の整備。

研
究
協
力
部
課
等

大
学
院
／
附
置
研
究
所

共
同
研
究
セ
ン
タ
｜

・外部人材の積極的活用
・内部人材の教育・訓練

学 長

大学知的財産本部

Ｔ Ｌ Ｏ

※整備事例図
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各年の設立数

大学等の特許出願件数
大学等の特許実施許諾件数

及び実施料収入

大学等の国内特許出願件数の推移
（平成１１年度→平成１５年度で６．１倍）

大学等の実施料収入の推移
（平成１１年度→平成１５年度で
実施許諾件数は４．６倍、
実施料収入は６．７倍）

百万円件

大学発ベンチャー数
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（平成１２年度以降毎年１００社以上設立）
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※「大学等の特許出願件数」及び「大学等の実施許諾件数及び実施料収入」については、文部科学省資料（国立大学等の国有特許分）及び経済産業省資料（承認ＴＬＯ

に係る特許分）により合算して算出。

各年の設立件数

1 1年度 12年度 13年度 14年度 15年度11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 ※筑波大学調べ。平成16年度の数値は8月末現在のもの。

1 2年度 1 3年度 1 4年度 1 5年度 16年度

－ 大 学 に お け る 取 組 －
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